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2019年 12月 20日 

 

 

「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会」開催 

訪日外国人旅行は引き続き拡大 

日本人の旅行市場も国内旅行、海外旅行ともに増加  

   

JTB は、2020 年の旅行市場についての見通しをまとめました。この調査は、1 泊以上の日本人

の旅行（ビジネス･帰省を含む）と訪日外国人旅行について、各種経済動向や消費者行動調査、運

輸・観光関連データ、JTB グループが実施したアンケート調査等から推計したもので、1981 年よ

り継続的に調査を実施しています。推計した 2020 年の旅行市場規模は次のとおりです。 

 

 2020年 2019年 2018年 

見通し数値 前年比 実績推計 前年比 実績推計 

総旅行人数（延べ人数） 3億 712万人 ＋0.7% 3億  490万人 ＋0.3% 3億 385万人 

 国内旅行人数 2億 8,632万人 ＋0.5% 2億 8,490万人 ±0.0% 2億 8,490万人 

 海外旅行人数 2,080万人 ＋4.0% 2,000万人 ＋5.5% 1,895万人 

平均消費額      

 国内旅行平均消費額 38,130円 ＋4.0% 36,660円 ＋2.0% 35,940円 

 海外旅行平均消費額 226,600円 ＋1.1% 224,100円 ▲8.7% 245,500円 

旅行総消費額 15兆 6,300億円 ＋4.8% 14兆 9,200億円 ＋0.2% 14兆 8,900億円 

 国内旅行消費額 10兆 9,200億円 ＋4.6% 10兆 4,400億円 ＋2.0% 10兆 2400億円 

 海外旅行消費額 4兆 7,100億円 ＋5.1% 4兆 4,800億円 ▲3.7% 4兆 6,500億円 

平均旅行回数 2.47回 ＋0.02回 2.45回 ＋0.01回 2.44回 

訪日外国人旅行者数 3,430万人 ＋7.9% 3,180万人 ＋1.9% 3,119万人 
 
 

＊国内旅行消費額は、自宅を出発してから帰宅するまでの総費用。現地での買物代、食事代等現地消費

分を含む。旅行前後の消費（衣類など携行品の購入費用など）は含まない。 

＊海外旅行消費額は、旅行費用（燃油サーチャージ含む）のほか、現地での買物代、食事代等現地消費

分を含む。旅行前後の消費（衣類など携行品の購入費用など）は含まない。 

＊訪日旅行は、人数予測のみで消費額は算出していない。 

＊海外旅行人数実績推計は、法務省発表の出入国者数実績をもとに昨年末推計値を修正したもの。 

＊前年比は小数点第二位以下を四捨五入 

国内旅行人数は宿泊を伴う旅行者の人数（観光および帰省目的の旅行に限る 

2020年の旅行動向見通し 



 －2－ 

 
 
 
 
１．「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会」で日本が注目される年に 

2020 年は、いよいよ「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会」（以下：「東京２

０２０大会」）が開催される年です。新国立競技場も完成し、開会に向け気運が高まってきました。

3 月 26 日、福島県からスタートする聖火リレーは日本全国で約 4 か月にわたり、その土地の歴史

や文化を活かした方法で運ばれる予定です。2020 年は、地域も含めた日本の魅力を再発見する好

機となり、交流を後押しすることが期待されます。  

2019 年は、天皇陛下の即位と改元で日本の新しい時代の幕開けとなりました。10 月 22 日（火）

に行われた即位の礼には各国の国家元首、王族、閣僚らが参列し、世界に向けて即位が披露されま

した。また、9 月 20 日～11 月 2 日まで開催されたアジア初の「ラグビーワールドカップ 2019™（以

下 RWC2019）日本大会」の成功は世界のラグビーファンに日本各地でのおもてなしを伝える機会

となりました。一方、10 月 1 日からは消費税増税が始まるとともに、増税対策として実施された

ポイント還元制度で大きくキャッシュレス決済が広がるなど、暮らしに関わる大きな変化がありま

した。また各地に大きな被害をもたらした台風 19 号をはじめ予期せぬ自然災害が続き、復興には

まだ時間がかかっています。 

足元の経済状況をみてみると、内閣府が発表した 10 月の景気動向指数(CI、2015 年=100) は前

月より 5.6 ポイント低下（景気の現状を示す一致指数）し、基調判断は「悪化」となりました。12

月の日銀短観では、大企業製造業、非製造業の景況感を示す DI はそれぞれ悪化、3 か月後の先行

きについては、大企業製造業が横ばい、非製造業が悪化となり、企業の先行き不透明感は続きそう

です。一方、明るい兆しとしては、株価が約 20 年ぶりの高値水準であること、給与所得が上昇傾

向にあること、雇用状況も引き続き堅調なこと、などがあげられます。為替の推移をみると、2014

年～2015 年と比較すると円高傾向が続き、昨年に比べてもやや円高が進んでいることは、海外旅

行にとって好材料と考えられます（図 1～図 3）。 

2019 年には、働き方改革関連法が施行され、すべての企業で 5 日間以上の有給休暇が義務化さ

れました。施行に合わせ、5 日間以上の連続休暇取得を推奨する制度を導入する企業も少なくあり

ません。長時間労働の是正や柔軟な働き方の促進により、休暇の取りやすい環境の広がりや余暇時

間の増加につながることが期待されます。 

 

（図１）日経平均株価の推移（終値） （2019年各月末） 

 

出典：日経平均株価のデータ（終値）をもとに JTB総合研究所作成 
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（図２）平均給与の推移（2000年～2018年） 

 

出典：国税庁 民間給与実態統計調査より   JTB総合研究所作成 

（図３）為替レートの推移 （2013年～2019年（11月末時点）） 

 

出典：みずほ銀行「外国為替公示相場（仲値）」より JTB総合研究所作成 

 

２．暮らし向きには、消費増税の影響が残るものの、年後半の回復に期待 

JTB が 11 月に実施した旅行動向アンケートで、「今の自身の生活について」の意識を

聞いたところ、「昨年より収入が減った」、「昨年よりボーナスが減りそうだ」の割合

が、それぞれ「増えた」、「増えそうだ」を上回っています。また、「今後の旅行支出に

対する意向」については、「支出を減らしたい（33.4％）」、「同程度（53.0％）」が前

年からそれぞれ 1.5 ポイント、0.9 ポイント増加し、「支出を増やしたい（13.6％）」は

2.5 ポイント減少しました。現時点での暮らし向きや先行きについては、必ずしも楽観視

できる状況ではないようです（表 1、2）。しかしながら、2014 年 4 月の増税後の動きを

振り返ってみると、2014 年下期の消費は停滞傾向だったものの、2015 年に入ってから

は緩やかに回復しました。2020 年も、こういった消費心理や経済状況を踏まえると、訪

日外国人旅行者による経済効果や「東京２０２０大会」開催に伴う精神的な高揚感なども

手伝い、年後半には回復に向かうと考えられます。  

（表 1）今の自身の生活について/単位％  

   

出典：2019 年 11 月ＪＴＢ実施「生活に関するアンケ ート」 
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（表 2） 今後 1年間の旅行支出に対する意向  

単一回答 （  ）は前回との差/単位％ 

 

出典：2019年 11月ＪＴＢ実施「生活に関するアンケート」 

 

2020年のトピックス 

 

1．2020年は「東京２０２０大会」前後に 4連休が 2回 

2020 年のカレンダーの特徴は夏休み期間中に「東京２０２０大会」の日程が組まれていること、

さらに前後に 4 連休が 2 回あることです。4 連休は東京２０２０オリンピックの開会式前日の 7 月

23 日(祝)～7 月 26 日(日)と、敬老の日、秋分の日を含む 9 月 19 日(土)～9 月 22 日(火)の期間です。 

2019 年に 10 連休だったゴールデンウィーク(GW)は、2020 年は 5 連休となるため、GW の動き

は前年よりやや鈍くなりそうです。一方、政府は「2020 年に有給取得率 70％」の目標を掲げ、2019

年には「年次有給休暇 5 日以上取得」が義務化されるなど、ワークライフバランスが推進されてい

ます。このような有給休暇の活用やメーカーなどの企業の連続休業の取り組み次第では、首都圏を

中心に宿泊料金の高騰や予約が取りづらくなる夏休みを避け、GW に計画を前倒しする人もいると

考えられます。 

3 連休以上の休みは、2019 年の 8 回から 7 回と 1 回減少しますが、2019 年にはなかった 4 連休

が 2 回あることで、旅行に出かける環境としては好材料と考えられます。 

4月下旬～5月上旬の日並び             7月下旬～8月下旬の日並び 

日 月 火 水 木 金 土  日 月 火 水 木 金 土 

4/19 20 21 22 23 24 25 7/19 20 21 22 23 24 25 

26 27 28 29 30 5/1 2 26 27 28 29 30 31 8/1 

3 4 5 6 7 8 9 2 3 4 5 6 7 8 

10 11 12 13 14 15 16  9 10 11 12 13 14 15 

        16 17 18 19 20 21 22 

        23 24 25 26 27 28 29 

                                  ＊東京２０２０オリンピック開催期間:7月 24日(金)～8月 9日(日)  

＊パラリンピック開催期間:8月 25日(火)～9月 6日(日)  

8月下旬～10月初旬の日並び 

日 月 火 水 木 金 土 

8/30 31 9/1 2 3 4 5 

6 7 8 9 10 11 12 

13 14 15 16 17 18 19 

20 21 22 23 24 25 26 

27 28 29 30 10/1 2 3 
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２．「東京２０２０大会」期間中の旅行をとりまく環境 

大会期間中は東京を中心に、大会関係者および観戦客による多くの移動が想定されますが、旅

行全般への影響については次のように考えられます。まず、例年では旧盆前後に最も高額になっ

ていた国際航空券の運賃のピーク期間は、7 月後半から旧盆終了まで続くと想定され、訪日外国

人旅行者や、日本人の夏休みの海外旅行に影響を及ぼすことになりそうです。また大会期間中

は、首都圏の宿泊料金が高めとなることや、交通機関の混雑に伴い、観戦を目的とした旅行以外

を控える日本人国内旅行者および訪日外国人旅行者も多いと考えられます。 

過去のロンドンやリオデジャネイロでの大会の例をみても、大会期間中は開催地を中心に宿泊

旅行需要が抑制されました。しかしながら、テクノロジーの急速な進化や働き方改革が進み、休

暇と業務を合わせたワーケーション、ブリージャーなど柔軟な働き方が生まれてきました。この

ような考え方が広がれば、旅行需要にもつながりそうです。 

 

３．「東京２０２０大会」開催が社会生活にもたらすことや意義 

 オリンピックにはその時々での最新技術に関するショーケースとしての側面もあります。1964

年に開催された東京オリンピックでは、五輪史上で初めてカラー映像が配信され、カラーテレビの

普及に一役買いました。2020 年においても、AI や 5G などの最新のデジタル技術を使ったサービ

スや機器の広がりが予想されます。JTB 総合研究所が 11 月に実施した調査結果では、約 4 割が 5G

のスマートフォンの購入に関心を持っており、五輪後に急速に拡大する可能性も考えられます。レ

ジャーや旅行の場面においては、高画質な動画の配信や多視点による試合観戦、AR や VR などに

よる新しい楽しみ方が人々を旅行へと誘うかもしれません。 

また、イギリスの事例をみると、オリンピックの開催を機に、「カルチュラル・オリンピアード」

プログラムがイギリス全土で展開され、イギリス文化を世界に伝える機会となりました。オリンピ

ック後は外国人の訪問が増加するとともに、国家ブランドランキングが上昇し、ツーリズムに関し

ては「豊かな自然美」のランクがあがりました（Anholt GfK Nation Brand Survey）。大会開催

は、日本においても日本の文化や東京以外の地域の魅力を伝える機会となることが期待されます。 

 

2020年の旅行の見通し 

 

1．訪日旅行 

「東京２０２０大会」期間中の減速は想定されるが、年間の訪日外国人旅行者数は 3,430 万人（前年

比＋7.9％）と推計 

2019 年の訪日外国人旅行者数は、7 月までは前年を上回って推移していましたが、8 月以降は

日韓情勢の影響から韓国からの旅行者が減少しはじめました。9 月は「RWC2019 日本大会」の開

催により全体数では増加したものの、10 月以降については前年割れが続いています。1 月～11 月

の累計では 2,936 万人（同＋2.8%）という状況です（12 月 18 日 日本政府観光局発表）。国別

にみると、韓国以外のアジアは、中国やタイを中心に堅調に推移しています。リピーターの増加

や地方発着の LCC 路線の拡大により、地方への旅行者も増えています。 

2020 年は、「東京２０２０大会」開催による訪日外国人旅行者の増加が期待されますが、2019

年の「RWC2019 日本大会」のような全国かつ、長期間開催とは違い、開催期間はそれぞれ 17 日

間と 13 日間で札幌を除けば、東京周辺が主な会場です。よって訪日客は観戦者が中心となり、爆

発的な増加は考えにくいのが現状です。東京と同じように経済が成熟した国の首都開催だった

2012 年のロンドン大会を例にすると、大会期間中のイギリスへの訪問者は前年の同月と比較して

4.2%減少しましたが、2012 年の 1 年間に訪れた外国人は、前年と比較して 0.9％増加でした（英

国国家統計局）。 
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 2020 年の訪日外国人旅行者数は、世界景気の減速による減少の懸念はありますが、低迷する韓

国からの旅行者が 2019 年比で 15％程度まで回復すると仮定し、「東京２０２０大会」開催によ

る波及効果、今年 1 月から中国やインドを対象にビザの発給要件が緩和されたことや日本路線の

増便、旅行者の伸びが続く中国、および経済成長の著しいアジア新興国からの旅行者数の増加が

見込まれることから、3,430 万人（前年比＋7.9％）と推計します。 

 

 

（参考） 2020年の中国の大型連休（春節および国慶節）  （中国国家国務院の発表より作成） 

春節(1/25)の連休（７連休）              国慶節（10/1）の連休（８連休） 

日 月 火 水 木 金 土  日 月 火 水 木 金 土 

1/19 20 21 22 23 24 25 9/27 28 29 30 10/1 2 3 

26 27 28 29 30 31 2/1 4 5 6 7 8 9 10 

2 3 4 5 6 7 8 11 12 13 14 15 16 17 

＊1/19（日）・2/1（土）は振替出勤日                   ＊9/27（日）・10/10（土）は振替出勤日 

  

・宿泊施設の多様化と民泊の利用、ラグジュアリーホテルの開業相次ぐ 

訪日外国人旅行者の増加に伴い、各地でホテルの数が増えています。同時に、ゲストハウスなど

の簡易宿所も大幅に増え、訪日外国人旅行者の利用も増えています。近年、古民家や歴史的な建造

物を活用した宿泊施設やテーマ性の高い宿泊施設も増え、その地に伝わる生活文化の体験が訪日外

国人旅行者の関心を集めています。民泊については、今年行われた「RWC2019 日本大会」では、

日本人を含む期間中の利用者が 65 万人に達したサイトもありました。「東京２０２０大会」期間

中も多くの利用者が見込まれます。 

新規ホテルについては、2020 年は、5 月に「ザ・リッツカールトン日光」、6 月に「ザ・カハラ・

ホテル＆リゾート横浜」（横浜市みなとみらい）など、日本には足りないといわれているラグジュ

アリーホテルも続々と開業します。春に開業する羽田空港に連接した商業施設「羽田エアポートガ

ーデン」には、国際線ターミナルに直結したラグジュアリーホテル「ホテルヴィラフォンテーヌプ

レミア羽田空港」がオープン予定です。 

 

・急激な旅行者の増加やリピーターの増加への対応として、地域も量から質への追及に転換 

 「国立公園満喫プロジェクト」などで日本の自然も魅力としてアピール 

 訪日外国人旅行者の増加につれ、日本を初めて訪れる旅行者だけでなく、何度も繰り返し訪れる

リピーターの割合も増えてきました。日本への旅行に求めることも多様化し、スポーツ観戦、イベ

ント参加、食を楽しむなど特定の目的を持った旅行や、都市部や有名な観光地だけではなく、日本

人でも訪れる人が多くない地域へと足を運ぶ旅行者も増加しています。地域の人々との交流やその

土地ならではの体験を求める旅行者も少なくありません。サイクリングやトレッキングなどをしな

がら、地域の生活文化や自然を楽しむ人も増えています。しかしながら、地域の人々にとっては生

活圏でもあるエリアで多くの旅行者を受け入れるには限界があり、最近は旅行者数を追及すること

から、本物、かつ高品質な価値を理解してくれる少数の旅行者に提供する、いわゆる量から質への

転換を図る地域が増えています。事例の一つとして、日本は北から南まで縦に長く、多様な自然を

楽しむことが可能です。環境省では、日本の国立公園を世界へ向けた魅力的な観光資源として整備

する「国立公園満喫プロジェクト」を推進しており、アドベンチャーツーリズムやエコツーリズム

なども含め、日本の豊かな自然や自然の中での付加価値の高い体験が注目されそうです。 
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2．国内旅行   *訪日外国人旅行者は除く、日本居住者の国内旅行 

国内旅行人数は 2億 8,632万人（前年比＋0.5％）、平均消費額は 38,130円（前年比＋4.0％）、 

国内旅行消費額は 10兆 9,200 億円（前年比＋4.6％）と推計 

観光庁の宿泊旅行統計調査によると、2019 年の日本人の延べ宿泊者数（宿泊施設に泊まった

人）は、GW10 連休の効果もあり、1 月～10 月の累計で 2018 年を 0.3 ポイント上回っていま

す。ただし、台風や大雨の影響などで 6 月以降は前年割れが続いています。10 月からの消費税増

税も始まり、ゆとりがなくなったと感じている人は増えています。そうした経済環境への先行き

不安要素はあるものの、株価、雇用環境は悪化していません。2020 年前半は前年の GW の反動

や景況感、「東京２０２０大会」前後の首都圏を中心とした旅行抑制の影響などで勢いがないと

考えられますが、後半には消費税増税の影響が薄れ、オリンピック後の宿泊施設料金も落ち着く

と考えられることから、旅行人数は微増を予測します。平均消費額については、消費税増税の影

響と、「東京２０２０大会」開催による宿泊料金の上昇などから、昨年より増加すると推計しま

す。 

 

･ＳＮＳにより「個」の力が強まり、ニッチマーケットを後押し 

 現在は誰もがスマートフォンを所有し、SNS を通じて各人のネットワークが構築され、情報の取

得だけではなく「発信」することが当たり前になり、「個」の力が強くなっています。それにつれ

て個人の価値観や志向がより強く反映され、特定の目的を持った「目的型」の観光も増えてきまし

た。一つ一つのマーケットは決して大きくはありませんが、SNS のつながりなどによって、大きく

育つ可能性もあります。例えば、御朱印集めや城巡りなどもその一つです。日本の文化を身近に感

じられる機会でもあり、「集める（コレクション）」魅力も人気の理由となっています。「日本百

名城」や「続日本百名城」に選定された城をめぐる旅も人気です。2020 年の大河ドラマ「麒麟（き

りん）がくる」は 3 年ぶりに戦国時代が舞台となり、ゆかりの地を訪れる人も多いと考えられます。 

 
・個人の志向の多様化や異業種の参入による宿泊施設の多様化 

個人の志向の多様化により、いわゆる観光地だけでなく、ありふれた地域の人々の生活文化に

触れるなど、旅先の日常の中にある、ちょっとした非日常（異日常）が注目され、訪れるエリア

が増えるとともに、宿泊施設も変化しつつあります。商店街や空き家などを改築し、まち全体を

コンテンツ化して地域活性化を図る分散型ホテルも広がってきました。滋賀県大津市の百町商店

街では、古い町家を改築した「商店街ホテル」を開業し、旅行者がホテル内を移動するようにま

ち中を歩き、地元の文化や食を体験できる場となっています。 

異業種からの参入も活発で、2020 年は、高島屋が大阪で滞在型ホテル「シタディーン」を開

業、また、国内外の有名クリエーターがデザインを手がけた眼鏡のジンズ（JINS）の運営するホ

テルも群馬県前橋市に誕生します。このような宿泊施設の多様化によって滞在の楽しみが増え、

国内旅行のきっかけとなることが期待されます。 

 

・人気のテーマパークでは新エリアの開業 

2020 年は、4 月には東京ディズニーランド®にディズニー映画『美女と野獣』をテーマにした

新エリア「ニューファンタジーランド」がオープンします。 ユニバーサル･スタジオ･ジャパン

™は、「東京２０２０大会」の開催前に新エリア『SUPER NINTENDO WORLD』のオープン

を予定しています。また、新たに屋内型ミニチュア・テーマパーク「スモールワールズ

TOKYO」が東京・有明にオープンします。 
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3．海外旅行 

海外旅行人数は 2,080 万人（前年比＋4.0％）、平均消費額は 226,600 円（前年比＋1.1％）、海外旅

行消費額は 4兆 7,100億円（前年比＋5.1％）と推計 

2019 年の日本人の出国者数は、1 月～11 月までの累計で対前年比 6.0%増の 1,837 万人とな

り、ほぼ毎月、前年同月を上回り、海外旅行が自由化されて以来初の 2,000 万人に達成するかが

旅行業界で注目されています。通年で好調に推移してきた海外旅行ですが、日韓関係の影響か

ら、韓国線の運休や減便が相次ぎ、韓国行きの旅行者が減少してきたことから全体数も失速して

きました。一方で、2020 年は羽田空港における国際線発着枠の増加に伴う増便や、訪日外国人旅

行者数の伸率低下による日本人旅行者へ提供される航空座席数の増加、為替の円高傾向などは海

外旅行のプラス材料となりそうです。また、雇用環境が良いことは、出国率の上昇をけん引する

ジェネレーションＺ世代（20 代前半）の、卒業旅行を含めた海外旅行を後押しすることにもなり

そうです。 

2020 年の海外旅行者数は、人数は増加と予測しますが、昨年の GW10 連休の反動等を踏まえ

て 4.0%増と予測します。平均消費額は、欧米路線の増加から長距離旅行やビジネス需要の増加を

見込み、1.1%増と推計します。 

 

・海外旅行の形態の変化が進む。予約の簡便さと情報収集の容易さで個人旅行が増加 

JTB 総合研究所の海外旅行に関する調査によると、自分自身で宿泊施設や飛行機を予約購入す

る個人旅行の割合が年々増加しています。また、同行者と出発から帰着まで行動を共にする旅行

スタイルだけでなく、現地集合・現地解散をした経験がある人も 3 割程度と少なくありませんで

した。 

このように、行程の自由度が高い個人旅行の広がりや、スマートフォンによって「タビナカ」

の情報収集が容易になったことなども手伝い、現地ツアーの活用が進んでいます。Klook やベル

トラなどスマートフォン一つで予約から購入まで簡単に申し込みができるサービスや、現地に住

む個人が体験を提供できる Airbnb の Experience なども出てきました。現地での体験がより豊富

になり、交流も深まることでリピートの増加にもつながる可能性がありそうです。 

 

・羽田空港発着の国際線増便で出張などのビジネス利用も増加 

2020 年は、羽田空港の国際線発着枠の増加に伴い、1 日 50 便の増便が予定されています。国・

地域別では米国、中国、ロシア、オーストラリア、インド、イタリア、トルコ、フィンランド、ス

カンジナビアで、都心にある空港から出発できる利便性からレジャー需要に限らず、出張などのビ

ジネスでの利用も増えそうです。羽田空港以外にも、成田―ウラジオストク、成田―ベンガルール

（インド）、関西―イスタンブール、関西―チューリッヒなど国際線の新規就航も続きます。 

また、LCC については、2019 年は、日韓情勢による韓国線の大幅な減便や価格の下落もありま

したが、9 月には中部国際空港に LCC 用の第 2 ターミナルもオープンし、2020 年も引き続きアジ

アや中国を中心に路線拡充が期待されます。 
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（参考） 

 
 

 

 
 

 

 

 

2019年の実績推計 

 

 

1. 訪日旅行 

訪日外国人旅行者数は、3,180万人（前年比＋1.9％）と推計 

2019 年の訪日外国人旅行者数は、8 月以降日韓情勢の影響から韓国からの旅行者が減少しはじ

め、9 月は「RWC2019 日本大会」の開催により増加したものの 10 月の訪日外国人旅行者数は 250

万人（前年同月比▲5.5％）、11 月は 244 万人（同▲0.4％）となり、1 月～11 月の累計では 2,936

万人（同＋2.8%）となっています。2019 年の訪日外国人旅行者数は、3,180 万人（前年比+1.9％）

になると推計します。 

 

2. 国内旅行 

国内旅行人数は 2億 8,490万人（前年比±0.0％）、平均消費額は 36,660円（前年比＋2.0％）と推計 

  2014 年 4 月に消費税率が 5％から 8％に引き上げられた際の日本人の宿泊旅行は、その 2 か月

後から影響が出始め、冬期まで前年割れが続きました。観光庁の宿泊旅行統計によれば、今年の

1 月～10 月の日本人の述べ宿泊者数の合計は前年より 0.3％増加していますが、6 月以降は前年

割れが続き、台風 19号の影響などから 10月単月の速報値は、3,727万人泊で前年同月比▲2.8％

となっています。2019年の国内旅行人数は、2億 8,490万人（前年比±0.0％）平均消費額は 36,660

円（前年比＋2.0％）になると推計します。 
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訪日外国人旅行者数、および出国日本人数と為替の推移

訪日旅行者数 海外旅行者数

米ドル ユーロ

韓国ウォン（千ウォン）

*1０月

現在

リーマンショック 海外旅行人数過去最高 訪日外国人旅行者数が海

外旅行人数を超える 
東日本大震災 
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3. 海外旅行 

海外旅行人数は過去最高の 2,000万人（前年比＋5.5％）、平均消費額は 224,100円（前年比 

▲8.7％）と推計 

2019 年の日本人の出国者数は、GW10 連休が旅行需要を後押ししたこともあり、1 月～11

月までの累計で 1,837 万人(前年比＋6.0％)となっています。為替レートはほぼ前年並で推移し

ました。アジア方面を中心とした LCC を利用する旅行者の増加などから、平均消費額は微減

すると考え、海外旅行人数は 2,000 万人（前年比＋5.5％）、平均消費額は 224,100 円（前年

比▲8.7％）と推計します。 

 

 

＜報道関係の方からの問い合わせ先＞ 

JTB 広報室 ０３－５７９６－５８３３ 

調査実施期間：  2019 年 11 月 5 日～6 日 

調 査 対 象 ：全国 15 歳以上 79 歳までの男女個人 

サンプル数：事前調査 20,000 名 本調査 1,074 名 

（事前調査で「年末年始に旅行に行く」と回答した人を抽出し 

本調査を実施） 

調 査 内 容 ：2019 年 12 月 23 日～2020 年 1 月 3 日に実施する１泊以上の旅行 

（海外旅行を含み、商用、業務等の出張旅行は除く） 

調 査 方 法 ：インターネットアンケート調査  
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◆２００４年～２０１９年の推計、２０２０年の見通し数値   
 

年 
総旅行人数（延べ人数）(万人） 国内旅行 海外旅行 旅行総消費額（億円） 平 均  訪 日 

  国内旅行 海外旅行 平均 平均  国内旅行 海外旅行 旅 行  外国人 

  人  数 人  数 消費額 消費額  消費額 消費額 回 数  数 

  （万人） （万人） （円） （円）  （億円） （億円） （回）  （万人） 

2004 33,036 31,353 1,683 35,660 292,600 161,000 111,800 49,200 2.64  614 

   ▲2.2%  ▲3.4% ＋26.5%  ＋0.2%   ▲2.7% ＋3.5%   ▲3.2% ＋23.0%  ±0.00  ＋17.9%  

2005 32,256 30,516 1,740 35,600 294,500 159,900 108,600 51,300 2.62  673 

   ▲2.4%  ▲2.7% ＋3.4%   ▲0.2% ＋0.6%   ▲0.7%  ▲2.9% ＋4.3%  ▲ 0.02  ＋9.6%  

2006 31,794 30,041 1,753 34,310 297,200 155,200 103,100 52,100 2.60  733 

   ▲1.4%  ▲1.6% ＋0.7%   ▲3.6% ＋0.9%   ▲2.9%  ▲5.1% ＋1.6%  ▲ 0.02  ＋8.9%  

2007 31,710 29,981 1,729 34,170 305,600 155,200 102,400 52,800 2.60  835 

   ▲0.3%  ▲0.2%  ▲1.4%  ▲0.4% ＋2.8%  ±0.0%   ▲0.7% ＋1.3%  ±0.00  ＋13.9%  

2008 31,251 29,651 1,600 33,760 286,300 145,900 100,100 45,800 2.51  835 

   ▲1.4%  ▲1.1%  ▲7.5%  ▲1.2%  ▲6.3%  ▲6.0%  ▲2.2%  ▲13.3% ▲ 0.09  ＋0.0%  

2009 30,455 28,910 1,545 31,940 253,400 131,500 92,300 39,200 2.25  679 

  ▲2.5%  ▲2.5%  ▲3.4%  ▲5.4%  ▲11.5%  ▲9.9%  ▲7.8%  ▲14.4% ▲ 0.26   ▲18.7% 

2010 30,808 29,144 1,664 32,020 251,900 135,200 93,300 41,900 2.29  861 

  ＋1.2%  ＋0.8%  ＋7.7%  ＋0.3%   ▲0.6% ＋2.8%  ＋1.1%  ＋6.9%  ＋0.04  ＋26.8%  

2011 29,969 28,270 1,699 33,100 256,000 137,100 93,600 43,500 2.35  622 

  ▲2.7% ▲3.0% ＋2.1% ＋3.4% ＋1.6%  ＋1.4% ＋0.3% ＋3.8%  ＋ 0.06  ▲27.8% 

2012 30,439 28,590 1,849 32,780 251,900 140,300 93,700 46,600 2.39  836 

  ＋1.6%  ＋1.1%  ＋8.8%   ▲1.0%  ▲1.6% ＋2.3%  ＋0.1%  ＋7.1%  ＋0.04  ＋34.4%  

2013 30,833 29,090 1,747 33,940 265,600 145,000 98,700 46,300 2.42  1,036 

 ＋1.3%  ＋1.7%   ▲5.5% ＋3.5%  ＋5.4%  ＋3.3%  ＋5.3%  ▲0.6%  ＋0.03  ＋24.0%  

2014 30,140 28,450 1,690 33,740 273,450 142,200 96,000 46,200 2.40  1,341 

 ▲2.2% ▲2.2% ▲3.3% ▲0.6% ＋3.0% ▲1.9% ▲2.7% ▲0.2% ▲ 0.02  ＋29.4% 

2015 30,781 29,160 1,621 35,220 249,800 143,200 102,700 40,500 2.45  1,974 

 ＋2.1%  ＋2.5%  ▲4.0% ＋4.4%  ▲8.6%  ＋0.7%  ＋7.0%  ▲12.3%  ＋0.05  ＋47.1%  

2016 31,392 29,680 1,712 35,100 248,900 146,810 104,200 42,610 2.51     2,410 

 ＋2.0% ＋1.8% ＋5.6% ▲0.3% ▲0.4% ＋2.5% ＋1.5% ＋5.2% ＋0.06    ＋22.1% 

2017 31,339 29,550 1,789 35,350 246,500 148,600 104,500 44,100 2.51  2,869 

 ▲0.2% ▲0.4% ＋4.5% ＋0.7% ▲1.0% ＋1.2% ＋0.3% ＋3.5% ±0.00  ＋19.0% 

2018 30,385 28,490 1,895 35,940 245,500 148,900 102,400 46,500 2.44  3,119 

 ▲2.8% ▲3.3% ＋6.0% ＋1.7% ▲0.4% +0.4% ▲1.7% ＋3.5% ▲0.07  ＋8.7% 

2019 30,490 28,490 2,000 36,600 224,100 149,200 104,400 44,800 2.45  3,180 

 ＋0.3% ±0.0% ＋5.5% ＋2.0% ▲8.7% ＋0.2% ＋2.0% ▲3.7% ＋0.01  ＋1.9% 

2020 30,712 28,632 2,080 38,130 226,600 156,300 109,200 47,100 2.47  3,430 

 ＋0.7% ＋0.5% ＋4.0% ＋4.0% ＋1.1% ＋4.8% ＋4.6% ＋5.1% ＋0.02  ＋7.9% 

 


